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道内景気は、一部に弱さが残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、弱い動き

となっている。需要面では、住宅投資は、減少している。公共投資は、下げ止まりの動きが

みられる。個人消費は、緩やかに増加している。設備投資は、持ち直しの動きがみられる。

輸出は、持ち直している。観光は、持ち直しが続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率は前年を上回っているものの、新規求人数は前年を下回った。

企業倒産は、負債総額が前年を下回ったものの、件数は前年を上回った。消費者物価は、２１

か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、４月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を０．２ポイン

ト上回る５２．８と２か月ぶりに上昇した。好不

況の分かれ目となる５０を３か月連続で上回っ

た。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．２ポイント上回る５６．０となった。

３月の鉱工業生産指数は８３．７（季節調整済

指数、前月比＋１．２％）と２か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では▲７．８％と１１か

月連続で低下した。

業種別では、輸送機械工業など９業種が前

月比上昇となった。電気機械工業など６業種

が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２３年６月号

ｏ．３２１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2023.05.23 17.35.12  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア

2022/3
-10

60

50

40

30

20

10

0

322023/1121110987654

３．百貨店等販売額～１３か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～７か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

前年同月比（右目盛）移出その他乳製品向け牛乳等向け
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５．生乳生産量～７か月連続で減少

生乳生産量

（資料：農林水産省）

３月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋２．５％）は、１３か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋１１．９％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同

＋０．６％）は、身の回り品、飲食料品が前年

を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋６．８％）

は、１７か月連続で前年を上回った。

３月の乗用車新車登録台数は、２１，９７６台

（前年比＋２０．７％）と７か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋３４．３％）、

小型車（同＋１９．２％）、軽乗用車（同

＋４．９％）となった。

４～３月累計（２０２２年度）は、１５１，６３３台

（前年比＋８．４％）と前年を上回った。内訳は

普通車（同＋１５．０％）、小型車（同＋４．３％）、

軽乗用車（同＋４．６％）となった。

３月の生乳生産量は、３５５，００５トン（前年

比▲５．５％）と７か月連続で前年を下回っ

た。内訳は、牛乳等向け（同▲６．０％）、乳製

品向け（同▲６．０％）、その他（同＋９．２％）、

道外への移出（同▲０．６％）となった。

４～３月累計（２０２２年度）は、４，２５３，６０７

トン（前年比▲１．３％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２３年６月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～７か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～７か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

３月の住宅着工戸数は２，４９１戸（前年比

▲０．０％）と７か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１１．６％）、貸家

（同▲３．７％）、給与（同＋８７１．４％）、分譲

（同＋１２．８％）となった。

４～３月累計（２０２２年度）は、２９，５７６戸

（前年比▲７．８％）と前年を下回った。利用関

係別では、持家（同▲１８．２％）、貸家（同

▲２．０％）、給与（同▲１０．７％）、分譲（同

▲１．０％）となった。

３月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１０１，１１８㎡（前年比▲３６．９％）と２か月連続

で前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲６３．９％）、非製造業（同▲３４．０％）であっ

た。

４～３月累計（２０２２年度）は、１，３８３，７４７

㎡（前年比▲２０．１％）と前年を下回った。業

種別では、製造業（同▲２７．８％）、非製造業

（同▲１９．４％）となった。

４月の公共工事請負金額は２，４７３億円（前

年比＋３３．８％）と７か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋１５．０％）、独

立行政法人（同＋３３．６％）、道（同＋１９．０％）、

市町村（同＋２７．６％）、地方公社（同

＋１３，８４２．９％）、その他（同＋１５６．４％）全て

で前年を上回った。

１～４月累計は、３，８２４億円（前年比

＋１４．４％）と前年を上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１７か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～９か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

３月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，０５８千人（前年比＋６５．５％）と１７か月

連続で前年を上回った。輸送機関別では、航

空機（同＋６６．０％）、JR（同＋１５５．９％）、

フェリー（同＋２２．６％）となった。

４～３月累計（２０２２年度）は、１１，３６０千人

（同＋７８．２％）と前年を上回った。

３月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、８２，４７９人（前年比全増）と９か月連続で

前年を上回った。コロナ禍前の２０１９年同月比

では、▲４４．９％となった。

１～３月累計は、３２４，４６８人（前年比全

増）と前年を上回っているが、２０１９年同期比

では▲４２．７％と下回っている。

３月の貿易額は、輸出が２９９億円（前年比

▲１５．１％）、輸入が１，５８１億円（同＋１４．２％）

だった。

輸出は、魚介類・同調製品、自動車などが

増加したが、鉄鋼、鉄鋼くず、石油製品など

が減少した。

輸入は、石炭、石油製品、再輸入品などが

増加した。

４～３月累計（２０２２年度）の輸出は、

４，２３０億円（前年比＋２５．６％）と前年を上

回った。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２３年６月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～倒産件数が５か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～２１か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０５倍（前年比＋０．０２ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比▲３．６％と２５か月ぶ

りに前年を下回った。業種別では、サービス

業（同＋８．９％）、卸売業・小売業（同

＋５．３％）などが前年を上回ったが、建設業

（同▲１８．８％）、製造業（同▲１２．３％）などが

前年を下回った。

４月の企業倒産件数は、１７件（前年比

＋６．３％）と５か月連続で前年を上回った。

業種別では建設業が７件、サービス・他が４

件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は５

件、エネルギーや原材料価格の高騰を原因と

した倒産件数は６件であった。

倒産企業の負債総額は、２０億円（同

▲５８．８％）と３ヶ月連続で前年を下回った。

３月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０４．８（前月比＋０．４％）となっ

た。前年比は＋３．２％と２１か月連続で前年を

上回った。

石油製品の価格は調査基準日（３月１０日）

時点で、灯油価格が１１４．３円／�（前月比
▲０．２％、前年同月比▲３．１％）、ガソリン価

格が１６３．０円／�（前月比±０．０％、前年同月
比▲６．３％）であった。

道内経済の動き
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１．従業員の過不足感

雇用人員判断DI（△５５、「過剰企業の
割合」－「不足企業の割合」）は前年比
１５ポイント低下し、人手不足感は２年連
続で強まった。全ての業種で雇用人員判
断DIがマイナス（不足）となり、特
に、建設業、運輸業、ホテル・旅館業は
不足感が強い。＜図１＞＜図４＞

２．今春の新卒採用状況

今春に「新卒採用した企業」（４０％）は
前年から１ポイント上昇した。＜図２＞
採用予定人数に対する充足率は、「予

定通り」の企業が３２％（前年比△１４ポイ
ント）と低い水準になった。製造業は前
年を上回ったものの、非製造業は前年を
大きく下回る結果となった。＜表３＞
＜図６＞

３．今後１年間の従業員の増減見通し

雇用方針DI（「増員する企業の割合」
－「減員する企業の割合」）は＋２９（前
年比＋１１）に上昇した。特に、食料品製
造業、卸売業、運輸業、ホテル・旅館業
が大きく上昇している。＜図３＞＜表
８＞

特別調査

アフターコロナを見据え人手不足感強まる
２０２３年 道内企業の雇用動向と新卒採用

要 約

＜図１＞従業員の過不足感（雇用人員判断DIの推移）

＜図２＞新卒採用状況（新卒採用実施企業の割合）

＜図３＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DIの推移）
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
２０２３年の雇用動向と新卒採用について

回答期間
２０２３年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
A雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
B雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」
Cｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

＜表１＞項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感 ＜図４＞
雇用人員判断DI（△５５）は前年比１５ポイント低下した。全ての業種で人
手不足感が強まった。特に建設業（△６９）、運輸業（△７６）の不足感が
強まっている。ホテル・旅館業（△６７）は人員過剰から不足に転じた。

�今春の新卒採用状況 ＜図５＞
「今春新卒採用を実施した」企業の割合（４０％）は前年比１ポイント上昇した。
製造業（前年比△５ポイント）は食料品（同比＋３ポイント）を除いて低下、非
製造業（同比＋３ポイント）は運輸業（同比△９ポイント）を除いて上昇した。

�新卒採用内定者の評価 ＜表２＞
「良い人材を採用できた」企業の割合（４８％）は前年比５ポイント低下した。
特に小売業（前年比△３１ポイント）、ホテル・旅館業（同比△２０ポイント）、
卸売業（同比△１５ポイント）など非製造業（同比△１０ポイント）が低下した。

�採用予定人数に対しての
充足率

＜表３＞
「予定通り」の企業の割合（３２％）は前年比１４ポイント低下した。製造業
（３９％）は２ポイント上昇したものの、非製造業 （３０％）は２０ポイント低下
した。ホテル・旅館業は前年比△４７ポイントと新卒採用に苦戦している。

�企業の新卒採用決定要因＜表４＞
「将来の人手不足に備える」（７７％）は前年比１１ポイント上昇し、ホ
テル・旅館業を除くすべての業種で１位になった。「人材確保の好機
である」（４８％）は卸売業を除くすべての業種が３位以内に挙げた。

�今春新卒採用しなかった
企業の理由

＜表５＞
「随時、中途採用する」（５６％）が３ポイント低下したが、すべての
業種で１位となり、中途採用への指向性が窺われる。「現従業員で十
分である」（２２％）は前年比５ポイント低下したが２位は変わらず。

�新卒採用実施企業の中途
採用計画

＜表６＞
「必要があれば随時、中途採用する」（９２％）は前年比５ポイント
上昇し、高水準が続いている。すべての業種で中途採用への積極
姿勢が窺われる。

	採用する際の重視項目 ＜表７＞
「協調性」（８４％）は製造業・非製造業ともに１位。以下、製造業では「誠
実性」（７７％）、非製造業では「コミュニケーション能力」（７８％）が続いて
いる。前年２位の「積極性」（７０％）は６ポイント低下し４位に後退した。


今後１年間の従業員の増
減見通し

＜表８＞
雇用方針DI（＋２９）は前年比１１ポイント上昇した。特に、食料品製造業
（前年比＋１９ポイント）、卸売業（同比＋２５ポイント）、運輸業（同比＋
１６ポイント）、ホテル・旅館業（同比＋１８ポイント）が上昇している。

企業数 構成比 地 域
全 道 ３３５ １００．０％
札幌市 １１１ ３３．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７７ ２３．０
道 南 ３５ １０．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５０ １４．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６２ １８．５ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６９５ ３３５ ４８．２％
製 造 業 １９９ １０１ ５０．８
食 料 品 ６８ ３０ ４４．１
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２２ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３３ ５５．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ １６ ４２．１
非 製 造 業 ４９６ ２３４ ４７．２
建 設 業 １３９ ７２ ５１．８
卸 売 業 １００ ５１ ５１．０
小 売 業 ９３ ３４ ３６．６
運 輸 業 ５０ ２１ ４２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １８ ５４．５
その他の非製造業 ８１ ３８ ４６．９

調 査 要 項

特別調査
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＜図 4＞従業員の過不足感（雇用人員判断DI）（n=320）
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＜図 5＞今春の新卒採用状況（n=322）
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※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ４８ ５７ ５０ ８０ ５６ ５０ ４５ ５５ ３１ ２９ ４０ ３６ ５５
（５３）（４６）（４６）（４０）（４７）（５０）（５５）（６６）（４６）（６０）（３８）（５６）（４７）

�従来と変わらない ４２ ２７ ２５ ２０ ２２ ５０ ４７ ３６ ６２ ６４ ４０ ６４ ３５
（４２）（４６）（５４）（２０）（４７）（５０）（４０）（３１）（４６）（４０）（６３）（４４）（４２）

�良い人材を採用できず １０ １７ ２５ － ２２ － ８ ９ ８ ７ ２０ － １０
（５）（８）（－）（４０）（７）（－）（４）（３）（９）（－）（－）（－）（１１）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�予定通り ３２ ３９ ５０ ４０ ２０ ５０ ３０ ３６ ３１ ２１ ４０ ９ ３５
（４６）（３７）（３１）（１７）（４０）（５７）（５０）（５２）（６７）（４７）（３３）（５６）（４２）

�９割台 ９ ３ － － － ２５ １０ １２ － ２１ － １８ ５
（７）（１０）（１５）（－）（１３）（－）（５）（１０）（８）（－）（－）（－）（５）

�７～８割台 ２１ １０ １７ － １０ － ２４ １５ ４６ ２９ ２０ ９ ３０
（１７）（１５）（１５）（３３）（１３）（－）（１８）（２３）（８）（２０）（１１）（１１）（２１）

�５～６割台 １９ ２６ ２５ ６０ ２０ － １７ １５ ８ ２１ ２０ ３６ １０
（２１）（２９）（３１）（１７）（２７）（４３）（１７）（１３）（１７）（２０）（３３）（２２）（１１）

�３～４割台 ８ ３ － － － ２５ ９ ９ ８ ７ － ２７ ５
（３）（２）（８）（－）（－）（－）（３）（３）（－）（－）（１１）（１１）（－）

�１～２割台 ３ ７ － － ２０ － ２ － ８ － － － ５
（２）（５）（－）（１７）（７）（－）（１）（－）（－）（７）（－）（－）（－）

�１割未満 ９ １３ ８ － ３０ － ７ １２ － － ２０ － １０
（５）（２）（－）（１７）（－）（－）（６）（－）（－）（７）（１１）（－）（２１）

＜表２＞新卒採用内定者の評価（n=126）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表３＞採用予定人数に対しての充足率（n=127）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜図６＞採用予定人数に対しての充足率推移

採用予定人数に対しての充足率
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足に備え
る

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ③ ①
７７ ７４ ５０ ８０ ９０ １００ ７８ ８９ ８５ ７９ ６０ ５６ ７０
（６６）（６２）（３９）（６７）（７５）（７１）（６８）（６７）（６７）（６７）（６７）（５６）（８０）

�年齢構成の改善を図る
② ③ ① ③ ② ② ② ② ② ③ ② ①
５５ ４５ ５０ ４０ ５０ ２５ ５８ ５４ ３９ ７１ ４０ ６７ ７０
（４９）（４８）（５４）（３３）（５０）（４３）（５０）（４９）（５８）（４０）（２２）（４４）（７０）

�人材確保の好機である
③ ② ① ② ② ② ③ ③ ③ ① ① ③
４８ ５５ ５０ ６０ ５０ ７５ ４６ ４０ １５ ６４ ６０ ７８ ４５
（５０）（５０）（６２）（６７）（３８）（４３）（５０）（５５）（５０）（４７）（３３）（７８）（４０）

�生産販売部門の強化を
図る

②
３１ ４２ ４２ ２０ ４０ ７５ ２７ ２６ １５ ４３ ２０ ３３ ２５
（３１）（５５）（５４）（６７）（５０）（５７）（２１）（２７）（２５）（４０）（－）（－）（１５）

�事業の拡大を図る
③ ③

２３ １９ ２５ － ３０ － ２４ １７ ３１ ３６ ４０ ２２ ２０
（１９）（２６）（２３）（３３）（２５）（２９）（１６）（１２）（１７）（２７）（３３）（１１）（１０）

�業績の推移を重視する
③

２２ ２６ ３３ ４０ １０ ２５ ２１ ２３ ８ ２９ ０ ０ ３５
（３２）（３６）（３１）（１７）（４４）（４３）（３１）（３０）（２５）（２７）（３３）（５６）（２５）

�景気動向を重視する ９ １０ ８ ２０ １０ － ８ ６ １５ １４ － － １０
（１４）（７）（－）（－）（１３）（１４）（１６）（２７）（－）（－）（３３）（１１）（１５）

	退職者の補充にとどめ
る ７ １３ ３３ － － － ５ ３ － － － － ２０

（１２）（１４）（２３）（－）（６）（２９）（１１）（３）（１７）（１３）（１１）（１１）（２０）


その他 － － － － － － － － － － － － －
（１）（２）（－）（１７）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�随時、中途採用する
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
５６ ５２ ５９ ５０ ５０ ５０ ５７ ６６ ４７ ６５ ７１ ４３ ４７
（５９）（６２）（５９）（８１）（６５）（３９）（５７）（５３）（６１）（４６）（６７）（５６）（６２）

�現従業員で十分である
② ② ② ② ② ② ②
２２ ２３ １８ １９ ３２ ２０ ２１ ３ ３９ ２４ ７ １４ ２９
（２７）（３２）（３６）（３１）（３５）（２３）（２４）（８）（２５）（４２）（２２）（４４）（２４）

�募集したが、採用した
い人材がいなかった

② ②
１８ １５ ６ １９ １４ ３０ ２０ ３７ １１ １８ ７ １４ １８
（１９）（１４）（９）（１３）（１５）（２３）（２２）（４２）（１７）（２１）（１７）（－）（１０）

�教育・訓練に時間がか
かる １２ １１ １２ １９ ５ １０ １３ ２０ ８ ６ １４ １４ １２

（１２）（１１）（５）（１３）（５）（３１）（１３）（１６）（６）（１３）（１７）（２２）（１４）

�パート・アルバイトを
活用する

② ②
１２ １４ ２４ １３ ５ ２０ １０ １１ ６ １２ ７ ２９ １２
（１２）（１３）（２７）（６）（－）（１５）（１１）（３）（８）（２１）（－）（３３）（１９）

�採用する余裕がない
② ②

１２ ２０ １８ ２５ １４ ３０ ７ ９ ３ １２ ７ １４ ６
（１１）（１６）（１８）（１３）（５）（３１）（９）（５）（８）（８）（６）（２２）（１４）

�その他
②

６ ３ － ６ ５ － ８ ６ ８ － ２１ １４ ６
（６）（３）（５）（－）（５）（－）（８）（１６）（８）（４）（６）（－）（－）

＜表４＞企業の新卒採用決定要因（複数回答n=127）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績。

＜表５＞今春新卒採用しなかった企業の理由（複数回答n=191）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施しなかった企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�必要があれば随時中途
採用する

９２ ９４ ９２ ８０ １００ １００ ９１ ９１ ７７ ８６ １００ １００ ９５
（８７）（８６）（８５）（１００）（７５）（１００）（８７）（９４）（６７）（８０）（１００）（１００）（８１）

�中途採用はしない １ － － － － － １ － － － － － ５
（４）（５）（８）（－）（６）（－）（３）（－）（－）（－）（－）（－）（１４）

�未定 ８ ７ ８ ２０ － － ８ ９ ２３ １４ － － －
（１０）（１０）（８）（－）（１９）（－）（１０）（６）（３３）（２０）（－）（－）（５）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�増員する ３７ ３０ ２９ ２３ ４６ ７ ４１ ４５ ４２ ３０ ３５ ３５ ４６
�変わらない ５４ ６０ ６４ ６８ ４６ ７１ ５２ ４６ ５６ ５８ ５０ ５３ ５１
�減員する ８ １０ ７ ９ ９ ２１ ８ ９ ２ １２ １５ １２ ３
雇用方針DI（A－C） ２９ ２０ ２２ １４ ３６ △１４ ３３ ３６ ４０ １８ ２０ ２４ ４３

前年同時期DI １８ １０ ３ １８ ２８ △１５ ２２ ２８ １５ ２９ ４ ６ ３４

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�協調性
① ① ① ① ① ② ① ① ① ① ① ② ①
８４ ８１ ９２ ６０ ８０ ７５ ８６ ８２ ８５ ９３ ８０ ８２ ９０
（８１）（９１）（８５）（６７）（１００）（１００）（７６）（８１）（８３）（７３）（７８）（５６）（７５）

�コミュニケーション能
力

② ② ② ① ① ① ③
７３ ５５ ６７ ４０ ５０ ５０ ７８ ７７ ８５ ７１ ８０ ９１ ７５
（７３）（５７）（４６）（６７）（５６）（７１）（７９）（８８）（６７）（７３）（７８）（７８）（８０）

�誠実性
② ② ② ① ② ① ③ ① ③ ③ ③
７３ ７７ ８３ ６０ ７０ １００ ７１ ６８ ６９ ９３ ６０ ５５ ７５
（６３）（６９）（８５）（６７）（５６）（７１）（６１）（５９）（５８）（６０）（４４）（５６）（７５）

�積極性
② ③ ② ③ ③ ③ ③ ③

７０ ５８ ６７ ２０ ７０ ５０ ７３ ７７ ６９ ８６ ６０ ５５ ７５
（７６）（８１）（８５）（６７）（７５）（１００）（７３）（８８）（６７）（６７）（７８）（５６）（６５）

	責任感
③ ② ① ③ ②

６１ ６８ ８３ ６０ ６０ ５０ ５９ ５３ ５４ ７１ ６０ ２７ ８０
（６０）（６０）（６２）（５０）（４４）（１００）（６１）（６３）（６７）（５３）（６７）（３３）（７０）


一般常識
② ③

４２ ４５ ５８ ４０ ２０ ７５ ４１ ３２ ３９ ６４ ６０ ３６ ４０
（３３）（２１）（２３）（１７）（１９）（２９）（３８）（４１）（４２）（３３）（４４）（２２）（４０）

�自立性 ２７ １６ １７ ２０ １０ ２５ ３０ ３２ ３１ ３６ ２０ １８ ３０
（１９）（１４）（８）（－）（１９）（２９）（２２）（３１）（８）（２７）（２２）（－）（２０）

�専門知識 １３ ３ － ２０ － － １７ ２７ ８ ７ ４０ － １５
（１１）（１４）（－）（１７）（１９）（２９）（９）（１９）（８）（７）（－）（－）（５）


リーダーシップ ５ ７ ８ ２０ － － ４ － － ７ ２０ － １０
（１０）（７）（－）（１７）（６）（１４）（１１）（９）（２５）（７）（１１）（－）（１５）

�地元出身者である ４ ７ － ２０ １０ － ３ ３ － ７ － ９ －
（５）（５）（－）（３３）（－）（－）（５）（３）（１７）（－）（－）（１１）（５）

�学業成績 ３ － － － － － ４ ９ － ７ － － －
（２）（－）（－）（－）（－）（－）（３）（６）（－）（７）（－）（－）（－）

�公的資格がある ２ － － － － － ２ － － － ２０ － ５
（４）（５）（－）（１７）（－）（１４）（４）（９）（－）（７）（－）（－）（－）

�その他 ２ ３ ８ － － － １ ３ － － － － －
（３）（５）（－）（１７）（－）（１４）（２）（－）（－）（－）（－）（－）（１０）

＜表６＞新卒採用実施企業の中途採用計画（n=129）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表７＞採用する際の重視項目（複数回答n=128）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績。

＜表８＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DI）（n=321）
（単位：％）

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。
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今回の調査では、人手不足に直面しながらも採用に苦戦する声が聞かれています。新卒採

用については、会社の将来を見据え必要性を感じてはいるが計画通りに採用できない現状や

育成面の課題、コミュニケーションのあり方などに苦慮する声が聞かれました。一方で、即

戦力として経験者、専門的な知識を求めて中途採用に期待する声や外国人の採用に期待する

声が聞かれました。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．建設業

＜食料品製造業＞ 次世代を担う人材の確保

はもちろんですが、将来的な人生設計の役に

立てるような会社でありたいと考えていま

す。特に新卒の方はどのような職業に就いた

ら良いかを迷っている場合が多く、仕事を通

じて適性を見つけてあげる事も必要と思いま

す。まずはコミュニケーションの場を増や

し、人間性を見極めて採用したいと考えてお

ります。（道南）

＜水産加工業＞ 人口の少ない地域であり、

若手社員の出身校へ訪問する等、繋がりを大

切にしながら魅力ある人材が定期的に入社し

てくれる流れをつくる事が望ましいと考えて

います。（道東）

＜製材業＞ 弊社は札幌近郊にあるが、札幌

市内の会社と比べて応募者が少ないと感じて

いる。ネット検索などで初めから除外されて

いないかと危惧している。（道央）

＜鉄鋼製造業＞ 製造業は雇用環境が悪化し

ており、採用がかなり難しく感じている。今

後は給与待遇について他業界を上回るような

提示をしなければ、採用は改善されないよう

に思う。（道東）

＜金属製品製造業＞ 技術等の継承を考える

と新規採用もしたいところですが、当社の仕

事は他社での仕事を経験して入社した方が長

続きするように思われます。新卒の方には、

ものづくりの面白さがわかるような動画等で

アピールしていくことが必要かと考えます。

（道東）

＜金属製品製造業＞ 高齢者が多い人員構成

なので若年層の採用が課題だが、募集しても

中々応募がない。他業界でも若年層が集まら

ず困っているとの記事を散見するが若年層は

どこに行ってしまったのかと思う。（札幌）

＜建設業＞ 人材不足が顕在化しており、外

国人労働者を活用しているが、今後、ますま

す外国人労働者の構成割合を増やしていかな

ければならない局面に入っている。（道北）

＜建設業＞ 業界全体での人手不足もある

中、いかに優秀で将来につながる技術者を獲

得していくかは、広い意味での市場競争の問

題と考える。ベテラン技術者が担ってきた主

軸となる大型工事の施工能力についても、中

堅社員を含め底上げを図る必要があり、継続

経営のポイント

新卒採用に苦戦、中途採用・外国人への期待高まる
〈企業の生の声〉
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５．卸売業

６．小売業

的な育成・教育を行っていく。（札幌）

＜電気通信工事業＞ 日本人を採用したいが

応募がなく、外国人採用に転換している。外

国人は教育・訓練に時間がかかるが、業務態

度はまじめで真剣に取り組んでくれる。（道

央）

＜土工工事業＞ 新規採用は、長期の視点で

行う予定である。事務処理の電子化およびア

ウトソーシングにより事務員の補充は必要が

ない。機械化、合理化を進め少人数での体制

づくりに取り組んでいる。今後は、より専門

的な技術や経営能力の高い人員を採用してい

く。（道央）

＜内装工事業＞ コロナ禍が落ち着いてきた

ので新卒・中途採用を積極的に行います。特

定技能外国人、外国人技能実習生を現地調査

して受け入れた。４週８休のなかで社員教育

を行い、定着を進めることが大きな課題で

す。（札幌）

＜土木建設業＞ 土木建築を学ぶ技術系志望

の学生の絶対数が不足している状況で採用に

苦慮している。普通科卒業生を時間をかけて

育てることもやむを得ない。（札幌）

＜建設業＞ 現状は、技術者確保のため中途

採用を優先しており、新卒採用ができていな

い。今後は、新卒者を採用して人材育成に力

を入れていきたい。（道央）

＜建設業＞ 新規に採用した年代と既存の職

員との世代間ギャップが発生してきている。

コミュニケーションを密にしてギャップを取

り除く努力が必要だと考える。（道南）

＜鉄筋工事業＞ 大手・中堅ゼネコンの囲い

込みがすごく、地元学生の獲得に数年来苦戦

している。製造現場では外国人技能実習生の

受け入れを開始した。３Kのイメージは依然

払拭されていないような気がする。（道央）

＜食料品卸売業＞ 労働条件が特殊な業界で

あるので、人材確保は経営上の重要課題とと

らえています。そのため、良い人材を長期雇

用できるように、業績を安定させ、雇用環境

の整備および優位な雇用条件の提示を行える

よう努めていきたい。（札幌）

＜穀物卸売業＞ 個人差はあると思います

が、最近の新卒者は、まじめではあるが、積

極性に乏しく、指示待ちが多く、慎重に扱う

ように気を使い、これで良いのかと自問自答

しています。（道北）

＜包装用品卸売業＞ 新卒採用は将来の人員

構成を念頭に実施している。中途採用は退職

者の補充が中心であるが、年齢構成の是正も

併せて実施したいと考えている。今後のデジ

タル化対応のため、専門家とまでは言わない

がシステム関係の業務に対応できる人材も確

保していきたいと考えている。（道央）

＜食品スーパー＞ 今後数年は、定年退職者

が多く出る見込みである。新卒採用は、定年

退職者を埋めるほどではないが、コンスタン

トに採用して年齢構成のゆがみを防止した

い。また、システム関連など専門性の高い分

経営のポイント
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７．運輸業

８．ホテル・旅館業

９．その他非製造業

野で人材不足が生じる可能性があり、その場

合は中途採用で対応する。（札幌）

＜自動車販売店＞ 過去に社員の年齢構成や

学校との関係から採用をストップして後々ま

で影響したことがあったため、会社の業績や

景気に関わらず一定数の採用を続けることが

必要かつ大切と考えています。（道南）

＜貨物運輸業＞ 長期雇用を考えれば新卒採

用を増やしたいが、採用者を指導する人材に

余裕がないため、即戦力の経験者を雇用して

いる。年齢構成や会社の将来を考えれば、新

卒採用は必須事項であろう。（道央）

＜ビジネスホテル＞ 業績に左右されず新卒

採用を実施している。コロナ禍以降は宿泊な

どのサービス業が敬遠され気味であり、給与

などの条件を引き上げたが、採用状況は大変

厳しくなっている。（札幌）

＜観光ホテル＞ 主婦・パートも重要な戦力

になっているが、年収１０３万円、１３０万円の壁

のために、特に年末に人手不足に拍車がかか

る。また、労働時間を減らすことになるた

め、時給を上げることも賞与を出すこともで

きない。女性の就労を阻害する年収の壁を撤

廃して欲しい。（道央）

＜ソフトウェア開発業＞ 社内の高齢化が進

み、新卒や若い人材の採用が急務となってい

る。しかし一方で、採用した人材が中々定着

しない現状もあり、雇用だけではなく人材の

定着という点も非常に重要視しなくてはいけ

ないと感じている。高齢化が進むことで、業

績や収益の低下、ひいては組織の存続を危惧

している。（道東）

＜建設コンサルタント＞ 新卒採用を行って

きたが、中堅社員が少なく教育する方の余力

がないのが実態。しかし、少子化やベテラン

層の退職は続くため、新卒採用は継続する必

要があり、今後も力を入れていく。（札幌）

＜広告業＞ 雇用についてコストがかかる時

代になったが、早い段階で離職者が発生する

ため、コストに見合った結果が出ていない。

（札幌）

＜廃棄物処理業＞ デジタル化とともに新卒

の方々は就職に対する姿勢がとてもデリケー

トになっていると思います。そうしたことを

踏まえて求人情報会社と打ち合わせをして戦

略を立て、求人広告を発信したいと考えてい

ます。（道央）

経営のポイント
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１．物価上昇が経営に及ぼす影響
〈図表１〉

「かなり悪い影響がある」（４８％）、「多
少は悪い影響がある」（４７％）と合わせ、
９５％が物価上昇により悪い影響を受けて
いると回答した（全産業）。

２．物価上昇の対策〈図表２〉

物価上昇対策として最も多く取られて
いるのは、「販売価格への転嫁（値上
げ）」（３４％）であった。次いで、「仕入
先・購入先との価格交渉」（２１％）、「人件
費以外の諸経費の削減」（２０％）となった
（全産業）。

３．物価上昇のうち、価格転嫁で
きた割合〈図表３〉

「ほぼすべて転嫁できている」のは
１０％となった。「かなり転嫁できている」
（２６％）、「半分転嫁できている」
（２５％）、「少し転嫁できている」（２３％）
の３つのレンジで大半を占め、「全く転
嫁できていない」のは１４％となった（全
産業）。
価格転嫁が最も進んでいる業種は、卸
売業（「ほぼすべて転嫁できている」
（２４％）、「かなり転嫁できている」
（３８％））であった。価格転嫁が進んでい
ない業種は、運輸業（「ほぼすべて転嫁
できている」（６％）、「かなり転嫁できて
いる」（０％））であり、業種によって価
格転嫁の進度に大きな差がみられた。

４．価格転嫁が進まない理由
〈図表４〉

価格転嫁が進まない理由として最も多
く挙がったのは、「同業他社との価格競
争力の低下」（４４％）であった。次いで
「取引先や顧客の理解が得られない」
（３３％）、「代替品・類似品へ流出する懸
念」（９％）となった（全産業）。

５．物価上昇を賃上げに反映させ
ているか〈図表５〉

物価上昇を受け、賃上げした（予定含
む）企業は、６５％であった（全産業）。
賃上げの手段として、主に「ベースアッ
プ（予定含む）」４２％、主に「一時的な
支給（予定含む）」２３％となった。

６．月例賃金引上げ予定企業の賃
上げ率（全産業）〈図表６〉

ベースアップや定期昇給等により月例
賃金を上げる企業のうち、賃上げ率を３
～４％未満と回答した企業がもっとも多
く、２１．４％であった。次いで５～６％未
満が１６．０％、２～３％未満が１５．０％と
なった。

７．一時的支給引上げ予定企業の
平均年間増加額〈図表７〉

インフレ手当、賞与等一時的支給を上
げる企業の平均増加額は、単身世帯で８７
千円、２人以上世帯で１００千円であった
（全産業）。産業別では、製造業（単身世
帯７２千円、２人以上世帯８４千円）に比
べ、非製造業（単身世帯９４千円、２人以
上世帯１０７千円）の増加額が高い結果と
なった。

臨時調査

価格転嫁の進度は業種によって大きな差
物価上昇の道内企業への影響と賃上げ対応について
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22
66

4747

4747

33
33

5656

4444

5656

4444

1414

4949

3838

全産業 製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

かなり良い影響がある 多少は良い影響がある 特に影響はない 多少は悪い影響がある かなり悪い影響がある

11 11

9595

（n＝３２９） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�販売価格への転嫁（値上
げ）

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
３４ ３８ ３８ ３３ ４１ ３７ ３２ ２８ ３８ ３１ ３６ ３３ ２９

�仕入先・購入先との価格
交渉

② ② ③ ② ② ③ ② ② ② ③ ③ ② ③
２１ ２０ １４ ２４ ２８ １６ ２１ ２８ ２１ １７ ２２ １９ １５

�人件費以外の諸経費の削
減

③ ③ ② ③ ③ ② ③ ③ ③ ② ② ③ ②
２０ １９ １８ １７ １９ ２４ ２１ １８ １８ ２６ ２７ １４ ２３

�商品・サービス内容の見
直し

③
９ ７ １３ ７ ３ ５ ９ ６ ９ １４ ４ １４ １２

�仕入先・購入先の変更、
見直し ７ ７ １１ ５ ６ ３ ７ ７ ９ ６ ９ １０ ４

�代替的な原材料、部品へ
の切替 ５ ６ ６ ７ １ １３ ５ ５ ６ ２ ０ １０ ７

�特に対策していない
２ １ １ ２ １ ０ ２ ５ ０ ０ ０ ０ ５

	人件費の削減
２ １ ０ ２ ０ ３ ２ ３ ０ ３ ２ ０ ３


その他
０ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １

〈図表１〉物価上昇が経営に及ぼす影響
（n＝３２８）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。

〈図表２〉物価上昇の対策（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

臨時調査
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2525

88

2626

3535
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1717

2424

33 33

33 33 66

2323

1414

1414

2727

2323

2121

1212

3333

3030

1313

3131

66

5050

1717

2525

2121

2323

1212

1515

2424

2727

2424

77

1818

1414

3838

2424

1515

1212

3030

3030

1212

5050

3333

1111

66

4444

1717

1111

2828

99

1111

1717

2323

3131

99
全産業 製造業 食料品 木材･

木製品
鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

ほぼすべて転嫁できている
半分（50％程度）転嫁できている
全く転嫁できていない

かなり（75％程度）転嫁できている
少し（25％程度）転嫁できている
価格転嫁の必要がない（物価上昇の影響がない）

22

（n＝２８５） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�
同業他社との価格競争力
の低下（同種の商品・製
品・サービス）

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ② ① ②
４４ ４２ ４４ ４２ ４７ ３２ ４５ ４２ ４４ ６１ ２４ ５９ ３５

�取引先や顧客の理解が得
られない

② ② ③ ② ② ① ② ② ② ② ① ② ①
３３ ２７ １８ ２１ ３７ ３２ ３６ ３３ ４２ ２４ ３８ ３５ ４４

�代替品・類似品へ流出す
る懸念

③ ③ ② ② ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
９ １７ ２１ ２１ ８ ２０ ６ １ １０ ９ １０ ６ ３

�
コスト削減により物価上
昇分を吸収した。または、
これから吸収する予定

③
６ ６ ９ ８ ０ ８ ５ １１ ２ ７ ０ ０ ３

�
価格転嫁の必要がない
（物価上昇の影響がな
い）

③
２ ０ ０ ０ ０ ０ ３ ５ ０ ０ ０ ０ １２

�その他
６ ８ ９ ８ ８ ８ ５ ７ ２ ０ ２９ ０ ３

〈図表３〉物価上昇のうち、価格転嫁できた割合
（n＝３２５）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。

〈図表４〉価格転嫁が進まない理由（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

臨時調査
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1414
66

33
1010 1010 1212

3636

1414

55

99

1818

1818

3636

66

3030

1818

2525

3838

66

1919

1313 1010

1010

3232

1616

55

2828

1414

2626

3535

1414

3030

2424

88

2020

66

3939

99

66

3333

99

33

2828

66

2222

3939

66

66

2222

1717

1717

1111

2828

55

55

2424

3838

1616

1111

全産業 製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

11

2323

4242

反映する予定はない
ベースアップ（月例賃金）で反映済
一時的な支給（インフレ手当、賞与等）で反映済

反映していないが、対応を検討中
ベースアップ（月例賃金）での反映を予定している
一時的な支給（インフレ手当、賞与等）での反映を予定している

6565

1％未満
1.6%
1％未満
1.6%

1～2％未満
9.6%

1～2％未満
9.6%

2～3％未満
15.0%

2～3％未満
15.0%

3～4％未満
21.4%

3～4％未満
21.4%

4～5％未満
14.4%

4～5％未満
14.4%

5～6％未満
16.0%

5～6％未満
16.0%

6～10％未満
12.8%

6～10％未満
12.8%

10～15％
未満

　　6.4%

10～15％
未満

　　6.4%

15％以上
2.7%

15％以上
2.7%賃上げ率 回答社数 構成比

１％未満 ３ １．６％

１～２％未満 １８ ９．６％

２～３％未満 ２８ １５．０％

３～４％未満 ４０ ２１．４％

４～５％未満 ２７ １４．４％

５～６％未満 ３０ １６．０％

６～１０％未満 ２４ １２．８％

１０～１５％未満 １２ ６．４％

１５％以上 ５ ２．７％

計 １８７ １００．０％

〈図表５〉物価上昇を賃上げに反映させているか
（n＝３２８）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。

〈図表６〉月例賃金引上げ予定企業の賃上げ率（全産業）

臨時調査

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２３年６月号

ｏ．３２１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１５～０１９　臨時調査  2023.05.09 10.31.01  Page 18 



0

20

40

60

100

80

140
（千円）

120

100100

8787

7272

8484 8686

9898

6767 7070
8080

5656

6969

101101
9494

107107
112112

135135

7070

5757
6767

9595

8282 8282
7777
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全産業 製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

2人以上世帯単身世帯

調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収
調査内容：物価上昇の道内企業への影響と賃上げ対応について
回答期間：２０２３年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
ｎ（number)
有効回答数

〈図表７〉一時的支給引上げ予定企業の平均年間増加額
（n＝１１３）

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３３５ １００．０％
札幌市 １１１ ３３．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７７ ２３．０
道 南 ３５ １０．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５０ １４．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６２ １８．５ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９５ ３３５ ４８．２％
製 造 業 １９９ １０１ ５０．８
食 料 品 ６８ ３０ ４４．１
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２２ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３３ ５５．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ １６ ４２．１
非 製 造 業 ４９６ ２３４ ４７．２
建 設 業 １３９ ７２ ５１．８
卸 売 業 １００ ５１ ５１．０
小 売 業 ９３ ３４ ３６．６
運 輸 業 ５０ ２１ ４２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １８ ５４．５
その他の非製造業 ８１ ３８ ４６．９

業種別回答状況

臨時調査
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今回実施した物価上昇に関する調査では、道内企業の多くが物価高による悪影響を受ける

なか、行政の対応に期待する声が多く寄せられました。賃金については、収益の改善がなけ

れば上げることは難しいとの声がある一方、物価高が経営の重石となりつつも前向きに賃上

げを検討する声もあり、企業によって対応に差がみられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜水産加工業＞ 円安や需給バランス等の影

響により販売単価が上昇している商材は対策

できないが、そうでないものについては、価

格転嫁やコスト削減に努めたい。（道東）

＜製材業＞ 車両燃料費や電気料が重く、運

搬費の上昇も経営にとって痛手となってい

る。行政の支援策を厚くして欲しい。（道南）

＜製材業＞ 電気料金の値上がりは一方的で

交渉の余地はないため、生産性の向上によっ

てコストを下げ、経費高を吸収したい。（道

北）

＜金属製品製造業＞ 現時点では、ガソリン

価格が政府による補助金の効果で昨年よりも

低価格に収まっているなど、道の事業継続緊

急支援金（物価・エネルギー）や国の節電支

援により物価高の軽減効果がみられている。

しかし４月以降の再値上げ、特に電力の上げ

幅が大きく、確実に当社の利益を圧迫してく

る。政府は電力会社への支援を、電力各社は

自助努力を尽くしてから値上げ申請してほし

い。（札幌）

＜鉄骨製造業＞ 燃料費・光熱費の高騰によ

り、素材メーカーから仕入れる材料費が非常

に高い水準で硬直している。これらの相場環

境を考えると、価格が低下する可能性が低い

と思われるため、今後もコストとして反映せ

ざるを得ないのは理解できる。一方で、公共

事業等でも極端な競争から非常に安値で元請

が受注しているため、一次下請業者は厳しい

指値を提示されている。公共事業は特に適正

工期と価格を確保してほしい。（道東）

＜鉄鋼業＞ 原材料の高騰と来年度の電気料

金値上げにより、収益がますます圧迫される

と危惧している。価格転嫁も１００％とはいか

ないなかで、従業員の賃金も上げなければな

らず、大変厳しい状況にある。（札幌）

＜皮製品製造業＞ 生活必需品（食料・水道

光熱費）の物価上昇は、弊社商品（ハンド

バッグ、財布等）の消費意欲低下を招く懸念

があり、百貨店等店舗売上が苦労している。

購買意欲が高い現役世代への政策的な支援が

必要と考える。（道北）

＜化学製品製造業＞ 物価上昇に対応するた

めに、助成金の種類や金額の枠を増やしても

らいたい。（札幌）

経営のポイント

経営の重石となる物価高は、賃上げを促す一面も
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

＜土木建設業＞ 官公庁の工事は、受注後で

あっても単品スライド等により物価高の大部

分が反映される。しかし民間の工事は、厳し

い価格競争やオーナーの理解が得られづらい

ことから、物価高を工事費に反映させること

は困難である。（札幌）

＜鉄筋工事業＞ 主原料の鋼材価格に加え、

水道光熱費（電気料金）も恐ろしいほどに上

昇している。物価上昇の抑制は難しいと承知

しているが、エネルギーインフラの急騰は非

常に辛いので、行政へは何らかの対策を希望

する。（道央）

＜住宅建築業＞ 光熱費の高騰が住宅販売の

売上に大きな影響を及ぼす可能性が高い。光

熱費が安くすむ高性能な住宅に対して、補助

金を充実させてほしい。（道央）

＜工業用品卸売業＞ 企業としては、仕入価

格の上昇をいかに販売価格へ転嫁できるかが

課題である。また、燃料高騰による輸送コス

ト、光熱費上昇も気がかりである。家庭とし

ては、光熱費上昇の負担感が大きくなってい

る。今後さらなる値上げ見込みもあり、ベー

スアップ等ではカバーしきれない部分があ

る。企業、家庭ともに燃料高騰に対する補助

拡大を望む。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 物価上昇分の販売価格へ

の転嫁は、競合他社との兼ね合いから不可能

と考えている。取引先と折り合いを付けるほ

かなく、複数社で物価上昇分を吸収しながら

耐えるしかない状態である。商品自体の価格

高騰は許せても、エネルギー価格高騰による

コスト増は、行く末がわからず認めがたい。

エネルギー価格高騰に対する支援が十分あれ

ば、今後の見通しが立てやすくなり、値上が

りを許容しやすくなると思う。（札幌）

＜電気製品卸売業＞ 賃金のベースアップを

実施すると、長期にわたって会社の収支へ影

響を及ぼすことになるため、当社としては負

担が大きく許容しがたい。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 卸売業は商品自体の値上

がりに関しては売価へ転嫁しやすいが、間接

的な経費（運送費や保管料等）の値上がりに

関しては、各営業担当者が的確に把握しきれ

ていないところがあり、粗利率の低下を招い

ている。（札幌）

＜釣具販売店＞ 従業員から物価上昇で生活

に影響が出ているとの声が聞こえている。昨

今の急激な物価上昇における従業員の生活の

安定を考えると、賃金水準の維持やアップの

検討は必要と考えている。（札幌）

＜食品スーパー＞ 物価高→企業業績向上→

賃金引上げ→消費拡大→物価高、というサイ

クルが回り始めるのであれば、一概に物価高

＝悪、とは言えない。物価高を賃上げにつな

げられる体力が企業側にあるかどうかがカギ

になる。（札幌）

＜リサイクルショップ＞ 昨今の物価高によ

り、電気料金はいくら節電しても下がること

がないと感じている。行政には一時しのぎに

ならないような対策をお願いしたい。電気料

経営のポイント
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８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

金の高騰を販売価格に転嫁しようにも、値上

げする理由がなかなか見つからない。（道北）

＜運輸業＞ 燃料費の高騰をどの程度運賃収

入に転嫁できるのかは不透明であり、今後に

不安がある。一方で労働基準法改定もあり、

乗務員の労働環境の改善は必須となってい

る。これらは企業単体で交渉するより、業界

全体で足並みを揃えて考えていくべきではな

いだろうか。（道央）

＜観光ホテル＞ 商品物価のみならず、特に

電気代とガス代を国や道や市で何とかしてほ

しい。これらはすでに前年比２倍近く上がっ

ている。くわえて、電気代は今年４月１日か

らさらに値上がりするので、厳しい経営環境

が続くと感じている。（道南）

＜廃棄物処理業＞ 工場稼働時の電気料金

や、廃棄物回収車両の燃料代、備品消耗品の

すべてが値上がりしている。こうした状況を

考えると、６月を目途に処理単価の改定をせ

ざるをえない。（道央）

＜広告業＞ 物価高への対応策として賃金

アップを実施するにしても、現状のままだと

営業利益を減らすだけになる。現状をキープ

しながらでも賃金を上げるには粗利を上げな

ければならないが、諸々すべてを販売価格に

転嫁できないので、賃金アップは難しい問題

である。（札幌）

＜建築コンサルタント＞ 賃上げや資材価格

の高騰を背景に、物価高が続いている。今後

は取引先の理解を得たうえで、どれだけ自社

商品の販売価格に転嫁できるかが最重要課題

だと認識している。そのために、取引先との

コミュニケーションをより密に行う必要があ

る。（札幌）

経営のポイント
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２３年６月号

コロナ禍の影響が薄らいできている最近の不動産市況について、令和５年３月２３日に公表され
た「Ⅰ．令和５年地価公示の結果」及び「Ⅱ．主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOK
レポート～」から、全国・北海道・札幌市の土地価格がどのような傾向であるのかを見ていきま
す。次に、不動産投資市場がどのような状況であるのか「Ⅲ．第４７回「不動産投資家調査」（※）
の結果」からみていくこととします。
（※）弊所（一般財団法人日本不動産研究所）が毎年４月と１０月の年２回調査を実施しております。

Ⅰ．令和５年地価公示の結果

令和５年地価公示は、令和５年１月１日時点における全国２６，０００地点（継続地点２５，６４１地点）
について全国の不動産鑑定士が不動産の鑑定評価によって「更地として」の土地価格を求め、国
土交通省が令和５年３月２３日に公表したものです。

１．全国

令和３年１月１日時点の地価公示価格の平均変動率は、コロナ禍対策として度々実施された行
動制限等を背景に不動産市場の停滞を余儀なくされたことから、それまでの地価上昇トレンドか
ら、工場地を除き地価下落に転じました。その後の不動産市況は徐々に回復の兆しが鮮明とな
り、令和５年１月１日時点の地価公示価格の
平均変動率は２年連続で上昇し、上昇率を拡
大させています。コロナ禍の影響をさほど受
けなかった工業地については７年連続で平均
変動率が上昇を続けるとともに、住宅地・商業
地と同様に上昇率を拡大させています。
令和４年１月１日から令和５年１月１日ま
での年間変動率を「R４．１．１～R４．７．１」まで
の前半と、「R４．７．１～R５．１．１」までの後半で
分けると、住宅地・商業地ともに後半の上昇
率が拡大しており、コロナ禍の影響が薄らい
でいることが窺えます。
次に、三大都市圏（東京圏、大阪圏、名古
屋圏）、札幌市を含む地方四市（札幌市、仙
台市、広島市、福岡市）、その他市町村の土
地価格の動きをみると、住宅地・商業地・工
業地の全ての用途で変動率は上昇し、上昇幅
は拡大する結果となっています。
特に地方四市の上昇率は大きく、住宅地で
は、中心部の地価上昇に伴い住宅需要が郊外

最近の不動産市況
一般財団法人 日本不動産研究所 北海道支社

支社長 石川 勝利

経営のアドバイス

期間
用途

年間
R４．１．１～R５．１．１

前半
R４．１．１～R４．７．１

後半
R４．７．１～R５．１．１

住宅地 ２．１％ ０．９％ １．１％
商業地 ２．５％ １．０％ １．４％

【都道府県地価調査との共通地点における
半年ごとの地価変動率の推移（全国）

】

資料：国土交通省HP「令和５年地価公示」

地域
用途 三大都市圏※１ 地方四市※２ その他

住宅地 １．７％（０．５％） ８．６％（５．８％）０．４％（－０．１％）
商業地 ２．９％（０．７％） ８．１％（５．７％）０．１％（－０．５％）
工業地 ４．３％（２．７％） ９．６％（７．４％）１．４％（０．８％）
全用途 ２．１％（０．７％） ８．５％（５．８％）０．４％（－０．１％）

【地価変動率（三大都市圏・地方四市・その他）】

※１ 三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏
※２ 地方四市：札幌市、仙台市、広島市、福岡市
（ ）内の数値は前年の変動率
資料：国土交通省HP「令和５年地価公示」

年月日
用途 R５．１．１ R４．１．１ R３．１．１ R２．１．１H３１．１．１

住宅地 １．４％ ０．５％ －０．４％ ０．８％ ０．６％
商業地 １．８％ ０．４％ －０．８％ ３．１％ ２．８％
工業地 ３．１％ ２．０％ ０．８％ １．８％ １．３％
全用途 １．６％ ０．６％ －０．５％ １．４％ １．２％

【地価変動率（全国）】

資料：国土交通省HP「令和５年地価公示」
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経営のアドバイス

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２３年６月号

区分
全道 全国

標準地数 継 続
標準地数

平均変動率 平均価格
（円／㎡）

平均変動率
R５．１．１ R４．１．１ R３．１．１ R５．１．１ R４．１．１ R３．１．１

住宅地 ９４４ ９３９ ７．６％ ４．６％ １．５％ ４６，８００ １．４％ ０．５％ －０．４％
宅地見込地 ２ ２ １．１％ －１．１％ ０．０％ ４，７００ ０．１％ －０．２％ －０．６％
商業地 ３６６ ３６３ ４．９％ ２．５％ ０．６％ １７８，７００ １．８％ ０．４％ －０．８％
工業地 ５５ ５４ ４．７％ ２．４％ １．０％ ２５，１００ ３．１％ ２．０％ ０．８％
全用途 １，３６７ １，３５８ ６．８％ ３．９％ １．２％ ８１，２００ １．６％ ０．６％ －０．５％

区分
住宅地 商業地

標準地数
平均変動率 平均価格

（円／㎡）標準地数
平均変動率 平均価格

（円／㎡）R５．１．１ R４．１．１ R３．１．１ R５．１．１ R４．１．１ R３．１．１
札幌市 ３０９ １５．０％ ９．３％ ４．３％ １０２，２００ １５１ ９．７％ ５．８％ ２．９％ ３７６，８００
市※ ４６４ ５．６％ ３．５％ ０．６％ ２３，１００ １６４ ２．８％ １．１％ －０．４％ ４６，４００
町 １７１－０．４％ －０．９％ －１．３％ １０，８００ ５１－２．４％ －３．０％ －２．９％ １７，７００
全道 ９４４ ７．６％ ４．６％ １．５％ ４６，８００ ３６６ ４．９％ ２．５％ ０．６％ １７８，７００

※ 市は札幌市を除く
資料：北海道HP「北海道地価調査・地価公示」

部や周辺市町村へ波及し、地方四市周辺の市町村では上昇率が拡大しています。商業地では、三
大都市圏や地方四市のなかでも再開発事業等が進展している地域では、利便性や繁華性の向上へ
の期待感から地価上昇が継続するとともに上昇率は拡大しています。工業地では、eコマース市
場の拡大を背景に、高速道路I.C.や幹線道路等への交通アクセスが良好な物流施設適地を中心と
して地価上昇が継続し、上昇率は拡大しています。

２．北海道

北海道では、道内１，３６７地点（内訳として住宅地９４４地点・宅地見込地２地点・商業地３６６地
点・工業地５５地点）の全用途平均で＋６．８％の上昇となり、前年の＋３．９％から上昇幅が拡大する
結果となりました。札幌市及び札幌市を除く道内市町別に主要用途である住宅地と商業地の平均
変動率についてみると、住宅地では、札幌市及び札幌市を除く市でそれぞれ上昇率が拡大する一
方で、町では下落率が縮小したものの、－０．４％と下落傾向が続いています。
商業地でも、住宅地と同様に札幌市及び札幌市を除く市でそれぞれ上昇幅が拡大する一方で、
町では下落率が縮小したものの－２．４％と下落傾向が続いています。

道内の住宅地と商業地の上昇率・下落率のトップ１０の地区は下表のとおりです。
住宅地・商業地ともに上昇率上位には、札幌市近郊の北広島市、江別市、恵庭市、千歳市が位
置しています。住宅地は、札幌市中心部などでの土地価格の上昇から、相対的な割安感のある上
記各市内で住宅取得を求める動きが強いこと、また今年３月に開業したエスコンフィールド北海
道や今後予定されている新駅開設の動き、北広島駅周辺整備事業が行われていることによる生活
利便性向上への期待感等が、北広島市やその周辺市で住宅地の価格を上昇させていると考えられ
ます。商業地は、上記各市での定住世帯数の増加や、エスコンフィールド北海道等の核となる商
業施設の開業に伴い今後期待される交流人口の増加が、土地価格を上昇させていると考えられま
す。
一方、住宅地・商業地ともに下落率上位には、人口・世帯数が減少し過疎化の進む市町が位置
しています。

ｏ．３２１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２３～０２９　経営のアドバイス  2023.05.11 15.50.53  Page 24 
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３．札幌市

札幌市の住宅市場は、コロナ禍による行動制限が緩和され、通常の社会・経済活動が回復しつ
つあるなかで、建築費の上昇や住宅ローン金利の上昇懸念等が高まっています。その一方で、金
融機関の融資姿勢に大きな変化はみられず、依然低水準の借入コストであるほか、北海道の政
治・経済の中心であり、生活利便性が年々向上していることもあって札幌市内中心部等での住宅
需要は底堅いものがあります。特に根強い人気の中央区では、供給物件が少なく価格も高額と
なっていることから、生活利便性が高い住宅地へと需要が分散する傾向にあり、相対的に割安感
や値頃感のみられる札幌市中央区の周辺区等で高い上昇率がみられます。
商業地についても同様に、新型コロナウイルス感染拡大防止策が数度にわたって実施され、す
すきの地区等の飲食店や大型商業施設での売上減少や、観光需要の減少によりホテル稼働率が低
下していた令和４年１月１日時点の地価公示から、行動制限が緩和され人流の回復とともに社
会・経済活動の回復傾向がみられ、不動産市場も活発化したため商業地の上昇率は拡大したと考
えられます。
札幌市内の住宅地と商業地の価格上位トップ１０は以下のとおりです。

順位 標準地
番号

所在
市町村

公示価格（円／㎡） 対前年
変動率

全国
順位R５．１．１ R４．１．１

１（１） 北広島‐１ 北広島市 ５９，８００ ４６，０００３０．０％（２６．０％） １
２（２） 北広島‐４ 北広島市 ６０，８００ ４７，０００２９．４％（２３．７％） ２
３（３） 北広島‐６ 北広島市 ３８，５００ ２９，８００２９．２％（２１．６％） ３
４（１５） 北広島‐１４ 北広島市 ６９，５００ ５３，８００２９．２％（１９．６％） ４
５（５１） 江別‐２ 江別市 １１，１００ ８，６００２９．１％（１７．８％） ５
６（２１） 江別‐３ 江別市 ６０，０００ ４６，５００２９．０％（１９．２％） ６
６（２１） 恵庭‐９ 恵庭市 ３２，０００ ２４，８００２９．０％（１９．２％） ６
８（５６） 恵庭‐１０ 恵庭市 ２５，８００ ２０，０００２９．０％（１７．６％） ８
９（６） 北広島‐９ 北広島市 ３６，５００ ２８，３００２９．０％（１９．９％） ９
１０（８６） 江別‐１ 江別市 ４２，５００ ３３，０００２８．８％（１５．８％） １０

順位 標準地
番号

所在
市町村

公示価格（円／㎡） 対前年
変動率

全国
順位R５．１．１ R４．１．１

１（１） 北広島５‐２ 北広島市 ８６，０００ ６７，０００２８．４％（１９．６％） １
２（２） 北広島５‐１ 北広島市 ５５，０００ ４４，０００２５．０％（１８．３％） ２
３（３） 恵庭５‐４ 恵庭市 ４９，２００ ３９，５００２４．６％（１６．２％） ３
４（６） 江別５‐５ 江別市 ２９，８００ ２４，０００２４．２％（１４．３％） ４
５（１９） 江別５‐６ 江別市 ３７，２００ ３０，０００２４．０％（１２．４％） ５
６（４） 恵庭５‐３ 恵庭市 ２７，０００ ２１，８００２３．９％（１４．７％） ６
７（８） 江別５‐７ 江別市 ５０，０００ ４０，５００２３．５％（１４．１％） ７
８（１１） 千歳５‐２ 千歳市 ５９，０００ ４８，０００２２．９％（１３．７％） ８
９（１９） 恵庭５‐６ 恵庭市 ４９，０００ ４０，０００２２．５％（１２．４％） ９
１０（２３） 江別５‐１ 江別市 ３３，０００ ２７，０００２２．２％（１２．０％） １０
１０（２４） 江別５‐３ 江別市 ５５，０００ ４５，０００２２．２％（１１．１％） １０

順位 標準地
番号

所在
市町村

公示価格（円／㎡） 対前年
変動率

全国
順位R５．１．１ R４．１．１

１（４） 奈井江‐２ 空知郡奈井江町 ３，３００ ３，５５０ －７．０％（－６．６％） １
２（５） 赤平‐３ 赤平市 ２，７００ ２，９００ －６．９％（－６．５％） ３
３（１２） 室蘭‐１８ 室蘭市 ９，４５０ １０，１００ －６．４％（－５．６％） ８
４（７） 芦別‐３ 芦別市 ４，４００ ４，７００ －６．４％（－６．０％） ９
５（２） 深川‐３ 深川市 ５，９００ ６，３００ －６．３％（－６．７％） １０
６（１０） 深川‐１ 深川市 ９，３００ ９，９００ －６．１％（－５．７％）
７（２２） 室蘭‐１５ 室蘭市 ８，７５０ ９，３００ －５．９％（－５．１％）
８（１３） 美唄‐１ 美唄市 ４，９００ ５，２００ －５．８％（－５．５％）
９（５１） 安平‐１ 勇払郡安平町 ３，３５０ ３，５５０ －５．６％（－４．１％）
１０（８７） 登別‐９ 登別市 ８，４００ ８，９００ －５．６％（－３．３％）

順位 標準地
番号

所在
市町村

公示価格（円／㎡） 対前年
変動率

全国
順位R５．１．１ R４．１．１

１（４） むかわ５‐１ 勇払郡むかわ町 １２，６００ １３，５００ －６．７％（－６．９％） ２
２（１） 夕張５‐１ 夕張市 ３，５５０ ３，８００ －６．６％（－７．３％） ３
３（７） 赤平５‐１ 赤平市 ５，７００ ６，１００ －６．６％（－６．２％） ５
４（２０） 室蘭５‐１ 室蘭市 ２４，５００ ２６，２００ －６．５％（－４．７％） ６
５（１４） 浦河５‐１ 浦河郡浦河町 １５，９００ １７，０００ －６．５％（－５．６％） ７
６（２） 洞爺湖５‐１ 虻田郡洞爺湖町 １８，８００ ２０，１００ －６．５％（－６．９％） ８
７（９） 芦別５‐１ 芦別市 ５，９００ ６，３００ －６．３％（－６．０％） ９
８（１０） 美唄５‐１ 美唄市 １３，３００ １４，２００ －６．３％（－６．０％） １０
９（１１） 砂川５‐１ 砂川市 １３，４００ １４，３００ －６．３％（－５．９％）
１０（１８） 深川５‐１ 深川市 １２，７００ １３，５００ －５．９％（－４．９％）

順位 標準地
番号 所在区

公示価格（円／㎡） 対前年
変動率

全国
順位R５．１．１ R４．１．１

１（１）札幌中央‐２３ 札幌市中央区 ７００，０００６５０，０００ ７．７％（６．０％） １
２（２） 札幌中央‐１ 札幌市中央区 ４１８，０００３９７，０００ ５．３％（３．４％） ２
３（４）札幌中央‐２４ 札幌市中央区 ２９８，０００２６７，０００１１．６％（６．０％） ３
４（３）札幌中央‐２１ 札幌市中央区 ２９２，０００２６８，０００ ９．０％（８．１％） ４
５（５）札幌中央‐１２ 札幌市中央区 ２８２，０００２５１，０００１２．４％（６．８％） ５
６（６） 札幌東‐１５ 札幌市東区 ２７５，０００２４６，０００１１．８％（５．１％） ６
７（７）札幌中央‐１９ 札幌市中央区 ２３９，０００２２１，０００ ８．１％（５．７％） ７
８（９）札幌中央‐１３ 札幌市中央区 ２３５，０００２０５，０００１４．６％（９．０％） ８
８（９）札幌中央‐１７ 札幌市中央区 ２３５，０００２０５，０００１４．６％（８．５％） ９
１０（８） 札幌北‐８ 札幌市北区 ２１９，０００２１４，０００ ２．３％（１．４％） １０

順位 標準地
番号 所在区

公示価格（円／㎡） 対前年
変動率R５．１．１ R４．１．１

１（１）札幌中央５‐３４ 札幌市中央区 ６，０５０，０００５，５７０，０００８．６％（ ４．１％）
２（２） 札幌中央５‐１ 札幌市中央区 ６，０００，０００５，５５０，０００８．１％（ ６．７％）
３（３） 札幌中央５‐４ 札幌市中央区 ３，１２０，０００２，８８０，０００８．３％（ ５．５％）
４（４） 札幌北５‐７ 札幌市北区 ２，７００，０００２，５００，０００８．０％（ ４．２％）
５（５） 札幌中央５‐３ 札幌市中央区 ２，４４０，０００２，２６０，０００８．０％（ ３．７％）
６（６）札幌中央５‐１２ 札幌市中央区 ２，０５０，０００１，９００，０００７．９％（ ４．４％）
７（７） 札幌中央５‐２ 札幌市中央区 １，２８０，０００１，２３０，０００４．１％（－１．６％）
８（８） 札幌北５‐４ 札幌市北区 １，１４０，０００１，０４０，０００９．６％（ ６．１％）
９（９） 札幌中央５‐５ 札幌市中央区 １，０４０，０００ ９５８，０００８．６％（ ５．３％）
１０（１０） 札幌中央５‐７ 札幌市中央区 ９５０，０００ ８８０，０００８．０％（ ５．４％）

【住宅地 上昇率トップ１０】 【住宅地 下落率トップ１０】

【商業地 上昇率トップ１０】 【商業地 下落率トップ１０】

※ 順位の（ ）内の数値は前年の順位、変動率の（ ）内の数値は前年変動率
資料：北海道HP「令和５年地価公示」

【住宅地 価格上位トップ１０】 【商業地 価格上位トップ１０】

※ 順位の（ ）内の数値は前年の順位、変動率の（ ）内の数値は前年変動率
資料：北海道HP「令和５年地価公示」

ｏ．３２１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２３～０２９　経営のアドバイス  2023.05.11 17.06.34  Page 25 
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都市名
行政区地区

２０２０年 ２０２１年 ２０２２年
令和２年
第１四半期

令和２年
第２四半期

令和２年
第３四半期

令和２年
第４四半期

令和３年
第１四半期

令和３年
第２四半期

令和３年
第３四半期

令和３年
第４四半期

令和４年
第１四半期

令和４年
第２四半期

令和４年
第３四半期

令和４年
第４四半期

２０２０／１／１
～

２０２０／４／１

２０２０／４／１
～

２０２０／７／１

２０２０／７／１
～

２０２０／１０／１

２０２０／１０／１
～

２０２１／１／１

２０２１／１／１
～

２０２１／４／１

２０２１／４／１
～

２０２１／７／１

２０２１／７／１
～

２０２１／１０／１

２０２１／１０／１
～

２０２２／１／１

２０２２／１／１
～

２０２２／４／１

２０２２／４／１
～

２０２２／７／１

２０２２／７／１
～

２０２２／１０／１

２０２２／１０／１
～

２０２３／１／１

札幌
中央区宮の森 横這い 横這い 横這い 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

仙台
青葉区錦町 上昇 横這い 横這い 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

広島
中区白島 上昇 横這い 横這い 横這い 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

福岡
中央区大濠 下落 横這い 横這い 横這い 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

東京※
千代田区番町 横這い 横這い 横這い 横這い 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

名古屋※
東区大曽根 上昇 下落 下落 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

大阪※
福島区福島 上昇 下落 下落 下落 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

地価変動率 ０％ 横這い ０％超～３％未満の上昇 ３％以上～６％未満の上昇 ０％超～３％未満の下落

※ 東京・名古屋・大阪は複数地点が設定されているため上記地点を記載
資料：国土交通省 不動産・建設経済局 地価調査課「主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート～」

Ⅱ．主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート～

主要都市の高度利用地地価動向報告（以下、地価LOOKレポート）は、三大都市圏及び地方中
心都市等において特に地価動向を把握する必要性の高い地区の地価動向を、四半期毎に不動産鑑
定士が不動産鑑定評価に準じた方法によって把握し、その結果を国土交通省が集約して公表して
いるものです。なお、地価LOOKレポートでは、調査地区の具体の価格が示される訳ではなく、
調査地区の地価動向を四半期毎に変動率として９区分（※）で表示したものです。ここでは、コ
ロナ禍の２０２０年１月１日～２０２３年１月１日までの３年間の地価LOOKレポートから、札幌市等の
主要地方都市や東京・大阪・名古屋の三大都市の地価動向について、四半期毎の推移をみていき
ます。
（※）変動率 上 昇：６％以上、３％以上６％未満、０％超３％未満 横這い：０％

下 落：０％超３％未満、３％以上６％未満、６％以上９％未満、９％以上１２％未満、１２％以上

１．住宅地

令和２年第１四半期（２０２０／１／１～４／１）～令和４年第４四半期（２０２２／１０／１～２０２３／
１／１）までの、札幌・仙台・広島・福岡の主要地方都市における高度利用地の「住宅地（マン
ション）」における地価動向は、令和２年第１四半期に福岡で価格下落が見られたのを除き、主
要地方都市の札幌・仙台・広島では価格下落することなく０％横這い～３％以上６％未満の上昇
となっています。
三大都市では、東京（千代田区番町）が価格下落することなく、０％横這い～０％超３％未満
の上昇となっています。名古屋（東区大曽根）が令和２年第２・第３四半期の２期連続で０％超
３％未満の下落をしたものの、その後は、０％超３％未満の上昇を続けています。大阪（福島区
福島）が令和２年第２～第４四半期まで３期連続で０％超３％未満の下落となったものの、その
後は一貫して０％超３％未満の上昇となっています。

２．商業地

札幌・仙台・広島・福岡の主要地方都市における高度利用地の「商業地（オフィス）」におけ
る地価動向は、価格下落することなく一貫して０％横這い～３％以上６％未満の上昇となってい
ます。
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都市名
行政区地区

２０２０年 ２０２１年 ２０２２年
令和２年

第１四半期
令和２年

第２四半期
令和２年

第３四半期
令和２年

第４四半期
令和３年

第１四半期
令和３年

第２四半期
令和３年

第３四半期
令和３年

第４四半期
令和４年

第１四半期
令和４年

第２四半期
令和４年

第３四半期
令和４年

第４四半期
２０２０／１／１

～
２０２０／４／１

２０２０／４／１
～

２０２０／７／１

２０２０／７／１
～

２０２０／１０／１

２０２０／１０／１
～

２０２１／１／１

２０２１／１／１
～

２０２１／４／１

２０２１／４／１
～

２０２１／７／１

２０２１／７／１
～

２０２１／１０／１

２０２１／１０／１
～

２０２２／１／１

２０２２／１／１
～

２０２２／４／１

２０２２／４／１
～

２０２２／７／１

２０２２／７／１
～

２０２２／１０／１

２０２２／１０／１
～

２０２３／１／１

札幌
中央区駅前通 横這い 横這い 上昇 横這い 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

仙台
青葉区中央１丁目 上昇 上昇 横這い 上昇 横這い 横這い 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

広島
中区紙屋町 上昇 横這い 横這い 横這い 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

福岡
博多区博多駅周辺 上昇 横這い 横這い 横這い 横這い 横這い 横這い 横這い 横這い 横這い 横這い 上昇

東京※
千代田区丸の内 上昇 横這い 下落 横這い 横這い 下落 下落 下落 横這い 横這い 横這い 横這い

名古屋※
中村区名駅駅前 上昇 下落 下落 横這い 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇 上昇

大阪※
北区西梅田 上昇 下落 下落 下落 下落 下落 下落 横這い 横這い 上昇 上昇 上昇

地価変動率 ０％ 横這い ０％超～３％未満の上昇 ３％以上～６％未満の上昇 ０％超～３％未満の下落

※ 東京・名古屋・大阪は複数地点が設定されているため上記地点を記載
資料：国土交通省 不動産・建設経済局 地価調査課「主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート～」

三大都市の東京（千代田区丸の内）は、令和２年第３四半期及び令和３年第２～第４四半期で
０％超３％未満の下落となりましたが、その後は、０％横這いで推移しています。名古屋（中村
区名駅駅前）は、令和２年第２・第３四半期で０％超３％未満の下落となった後、令和２年第４
四半期に横這いを経て、令和３年第１四半期以降は０％超３％未満の上昇を継続しています。大
阪（北区西梅田）は、令和２年第１四半期に３％以上６％未満の上昇となったものの、その後は
令和２年第２～令和３年第３四半期までの６期連続で０％超３％未満の下落となりましたが、令
和３年第４四半期に０％横ばいとなって以降、下落することなく、現在は０％超３％未満の上昇
を継続しています。

商業地については、主要地方都市と三大都市では大きく異なる地価変動がみられ、地価の高い
大都市ほどコロナ禍の影響を強く受けたことが考えられます。コロナ禍の影響が薄らいで来た令
和４年の第１四半期以降は三大都市の各地点とも０％横ばい又は０％超３％未満で推移してお
り、上昇トレンドへと変化していることが窺えます。

Ⅲ．第４７回「不動産投資家調査」の結果

第４７回「不動産投資家調査」は、下記の方法で実施し弊所HP上で公表しました。
（https : //www.reinet.or.jp/?page_id=172）

■ 調査方法：アンケート調査（原則として、電子メールまたは郵送）
■ 調査対象：アセット・マネージャー、アレンジャー、開発業（デベロッパー）、保険会社

（生損保）、商業銀行・レンダー、投資銀行、年金基金、不動産賃貸等の１８８社
■ 調査時点：２０２２年１０月１日（前回２０２２年４月１日、第１回１９９９年４月１日）
■ 回答社数：１４６社（前回調査１４１社） ※回答率７７．７％
■ 利用上の留意点：集計結果の代表値として、中央値を採用している。
■ 用語の定義

期待利回り：投資価値の判断（計算）に使われる還元利回りを指す。通常、純収益
（NOI）を期待利回りで割ったものが投資価値となる。

取引利回り：市場での還元利回り。純収益（NOI）を市場価値で割ったものを指す。
（※）期待利回り・取引利回りの低下は、不動産価格の上昇を意味し、期待利回り・取引利

回りの上昇は不動産価格の下落を意味します。
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調査結果
１．投資用不動産の利回りの動向

【全国的な傾向】
・オフィスは、米国FRBの金融引き締めの影響により世界的に金利上昇の局面にあるが、国内で
は緩和的な金融政策が維持されていることや東京都心で注目度の高い大型の取引があったこと
などが不動産投資家の期待利回りの低下に影響した。
・住宅は、東京をはじめ多くの地方都市で期待利回りの低下がみられた。
・商業店舗は、前回比で「低下」と「横ばい」が混在した。
・物流施設は、コロナ禍やeコマース進展の影響で、前回同様、多くの地区で期待利回りが低下
した。
・ホテルは、行動制限や水際対策の緩和を背景とした観光需要の回復期待などから「東京」や主
要な観光都市で期待利回りが低下した。
【札幌市の傾向】
・Aクラスビル（オフィスビル）の期待利回りは、札幌市中心部で行われている再開発事業の進
展や老朽化したオフィスビルの建替事業が進められている一方で、オフィス賃料は上昇・空室
率は低下傾向にあることから主な政令指定都市のなかでも札幌市の期待利回りが大きく低下し
た。
・賃貸住宅一棟の期待利回りは、札幌市内の堅調な賃貸住宅ニーズを反映し、ワンルームタイ
プ、ファミリータイプともに低下した。
・商業店舗の期待利回りは、コロナ禍における行動制限の緩和等の影響から、商業店舗の売上高
は回復・増加傾向にあることから郊外型ショッピングセンターで低下した。
・宿泊特化型ホテルの期待利回りは、行動制限の緩和や観光需要の回復から低下した。

�Aクラスビル（オフィスビル）の期待利回り

�賃貸住宅一棟の期待利回り

ｏ．３２１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２３～０２９　経営のアドバイス  2023.05.16 16.58.04  Page 28 



経営のアドバイス

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年６月号

�商業店舗の期待利回り

�物流施設・倉庫（マルチテナント型）の期待利回り

�宿泊特化型ホテルの期待利回り

２．今後１年間の不動産投資に関する考え方

・「新規投資を積極的に行う。」との回答が９５％で、前回比１ポイント上昇した。一方、「当面、
新規投資を控える。」との回答は５％で、前回と同じであった。

Ⅳ．おわりに

コロナ禍の影響が薄らいでいるなかでの不動産市場についてみてきました。人流回復とそれに
伴う社会・経済活動の回復が進むなかで、不動産市場は現在のところ堅調に推移しています。一
方で、不動産市場に影響を及ぼす建築費の高騰、米国FRBによる金融引き締めや日銀による金融
政策の変更、ロシアや台湾情勢等の地政学上の問題等は、不動産市場を取り巻くネガティブ要素
として認識されています。こうした不確実性の高まりや、その発現によって不動産市場は大きく
左右されることが十分に予想されますので、これまで以上に不動産市況とその動向については、
注意深く見ていく必要があることを感じています。
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コラム 人生１００年時代を生きる

お父さんの健康を守るには健康な前立腺が必要
たかが・・・、されど・・・

第３回 がんの拡がりの評価と前立腺がんの治療法（１）

１．がんの拡がりの評価
前立腺針生検でがんと診断された場合には次にがんの拡がりを確認します。これは治療法を決めるうえ

でも重要です。がんの拡がりは、直腸診、超音波、MRI、CT（コンピューター断層法）、骨シンチグラ
フィーにより決定します�。骨の検査を行うのは前立腺がんでは骨への転移が多いからです。最終的なが
んの拡がりは、①前立腺の中にとどまっている（早期がん）、②前立腺の外にでているが転移はない（局
所進展がん）、③転移がある（転移がん）、と大きく分類します。以下の治療法の説明にもこの分け方を用
います。

２．前立腺がんの治療法
前立腺がんの治療法は大別する

と表１のようになります�。がん
の拡がりと治療法の関係について
は次回で触れます。

２－１）監視療法
すぐに治療を開始するのではな

く、定期的なPSA検査と直腸診、
および数年に１度の前立腺生検で
経過をみる治療法です。経過の途
中でPSAの上昇などがあった場合
には通常の治療法を考慮します。
早期がんの中でもその経過が非常
に良好と思われるものを治療の対
象にします。

２－２）手術治療
手術治療と次に述べる放射線治

療は早期がんに対する標準治療です。手術治療では、前立腺と骨盤内のリンパ節を摘出します。最近では
どの施設でもロボット支援手術が一般的となっています。手術に要する時間も次第に短縮され、手術その
ものは１時間前後で終了します。ロボット支援手術で以前より手術後の尿失禁、勃起障害が改善され、全
体的に手術による体への負担も軽減されています�。

２－３）放射線治療
放射線治療には体外から照射する外照射と前立腺の中に放射線源を挿入して体内から照射する組織内照

射があります。外照射には強度変調放射線治療（IMRT）、陽子線治療、重粒子線治療などがあります。早
期のがんに対する効果は手術治療と同等と言われています。照射による合併症は以前より減少していま
す。治療終了までに時間がかかる（４～８週）こと、また、治療３か月以降の晩期合併症が起こることが
欠点ですが、後者は少なくなっています。組織内照射では永久挿入密封小線源治療は、早期がんのうちさ
らに経過が良いと思われる症例を選んで行われます。治療期間が短いこと、消化器、尿路、性機能への影
響が少ないことが特徴です。また、骨転移のみを対象とした治療もあります。

２－４）局所治療
凍結療法などがありますが、対象にできる患者さんは限られるようです。

２－５）薬物治療
薬物治療にはホルモン治療と抗がん剤治療とがありますが、ホルモン治療が主役です。次回、詳しく説

明します。

参考文献
� 日本泌尿器科学会 編．２０１６年版 前立腺癌 診療ガイドライン、メディカルレビュー社、２０１６．

２０２３年５月１０日 北海道二十一世紀総合研究所 塚本 泰司
（前 札幌医科大学 理事長・学長）

治療法 備考

監視療法 PSA、直腸診、前立腺生検で経過を観察

手術治療
・ロボット支援手術が一般的
①手術時間が短縮できる
②術後尿失禁、勃起障害も軽減できる

放射線治療

外照射 体外から照射

IMRT ・早期がんに対する効果は手術と同等
・術直後の合併症リスクは手術に比べて小さい
・照射による合併症（直腸、膀胱）、晩期合併
症は軽減される

陽子線治療

重粒子線治療

組織内照射 前立腺内に照射源を挿入

永久挿入密封小線源治療 治療期間が短く、合併症が少ない

高線量率組織内照射

アイソトープ内用治療 骨転移のみを対象とする

局所治療 凍結療法など

薬物治療 ホルモン治療、抗がん剤治療

表１ 前立腺がんの治療法

ｏ．３２１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０　　　　　コラム人生１００年時代  2023.05.24 13.02.56  Page 30 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１９年度 ９２．６ △５．７ ９９．９ △３．８ ９２．１ △６．２ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．０ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．６ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８
２０２２年度 p８５．０ △４．１ ９５．３ △０．２ p８５．３ △４．７ ９３．３ ０．０ p８５．４ △２．７ １００．５ ２．９

２０２２年１～３月 ８８．８ ２．９ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．８ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０
４～６月 ８７．５ △１．５ ９３．１ △２．７ ８９．２ ０．９ ９２．０ △１．０ ８８．３ △３．１ ９９．６ △１．３
７～９月 ８６．０ △１．７ ９８．５ ５．８ ８５．５ △４．１ ９５．８ ４．１ ８６．８ △１．７ １０３．８ ４．２
１０～１２月 ８４．１ △２．２ ９５．５ △３．０ ８４．４ △１．３ ９３．２ △２．７ ８７．６ ０．９ １０３．２ △０．６

２０２３年１～３月 p８２．８ △１．５ ９３．８ △１．８ p８２．５ △２．３ ９１．８ △１．５ p８８．６ １．１ １０３．７ ０．５
２０２２年 ３月 ９０．７ ４．０ ９６．５ ０．３ ８８．９ １．７ ９３．３ ０．６ ９１．１ １．９ １００．９ △０．４

４月 ９０．８ ０．１ ９５．１ △１．５ ９２．３ ３．８ ９３．０ △０．３ ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３
５月 ８６．６ △４．６ ８８．０ △７．５ ８９．４ △３．１ ８９．２ △４．１ ８８．９ △２．８ ９７．７ △０．９
６月 ８５．１ △１．７ ９６．１ ９．２ ８６．０ △３．８ ９３．７ ５．０ ８８．３ △０．７ ９９．６ １．９
７月 ８６．１ １．２ ９６．９ ０．８ ８４．６ △１．６ ９４．８ １．２ ８７．０ △１．５ １００．２ ０．６
８月 ８６．３ ０．２ １００．２ ３．４ ８５．７ １．３ ９７．５ ２．８ ８６．７ △０．３ １００．９ ０．７
９月 ８５．６ △０．８ ９８．５ △１．７ ８６．３ ０．７ ９５．１ △２．５ ８６．８ ０．１ １０３．８ ２．９
１０月 ８６．９ １．５ ９５．３ △３．２ ８８．２ ２．２ ９３．５ △１．７ ８６．８ ０．０ １０３．３ △０．５
１１月 ８３．２ △４．３ ９５．５ ０．２ ８２．６ △６．３ ９３．４ △０．１ ８８．０ １．４ １０３．６ ０．３
１２月 ８２．１ △１．３ ９５．８ ０．３ ８２．４ △０．２ ９２．６ △０．９ ８７．６ △０．５ １０３．２ △０．４

２０２３年 １月 ８１．９ △０．２ ９０．７ △５．３ ８３．０ ０．７ ８９．２ △３．７ ８９．４ ２．１ １０２．２ △１．０
２月 r ８２．７ １．０ ９４．９ ４．６ r ８２．０ △１．２ ９２．７ ３．９ r ８７．７ △１．９ １０３．５ １．３
３月 p８３．７ １．２ ９５．９ １．１ p８２．４ ０．５ ９３．４ ０．８ p８８．６ １．０ １０３．７ ０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３
２０２２年度 １，０１６，２５５ ３．９ ２０８，９１８ ４．５ １７１，６９７ １８．６ ５６，７３８ １４．２ ８４４，５５８ １．４ １５２，１８０ １．３

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８７ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２９ △０．６
７～９月 ２４６，６３４ ２．９ ５０，７７８ ４．１ ３９，７４１ ２１．３ １２，９３９ １６．６ ２０６，８９３ ０．０ ３７，８３９ ０．４
１０～１２月 ２７６，１８５ ３．９ ５７，１８２ ４．０ ５０，７０２ ７．６ １６，６８３ ５．８ ２２５，４８３ ３．１ ４０，４９９ ３．３

２０２３年１～３月 ２５１，１８８ ５．３ ５１，１７０ ４．７ ４３，３３４ ２２．１ １４，０５７ １３．５ ２０７，８５４ ２．４ ３７，１１３ １．８
２０２２年 ３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３

４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４３ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６２ ０．６
５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１
６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３
８月 ８２，２６４ １．７ １６，７７６ ４．３ １２，１３６ ２４．２ ３，８６９ ２４．７ ７０，１２７ △１．４ １２，９０７ △０．５
９月 ７９，６８０ ４．１ １６，２９９ ４．７ １３，３６４ ２２．６ ４，２１７ １９．１ ６６，３１６ １．０ １２，０８３ ０．５
１０月 ８３，２６２ ３．７ １７，３２６ ４．９ １４，５９９ ９．３ ４，７３０ １０．９ ６８，６６３ ２．６ １２，５９５ ２．８
１１月 ８４，２４８ ２．８ １７，５９０ ３．０ １４，８６９ ４．０ ５，１７７ ４．１ ６９，３７９ ２．５ １２，４１３ ２．６
１２月 １０８，６７４ ４．９ ２２，２６６ ４．１ ２１，２３３ ９．１ ６，７７６ ３．７ ８７，４４１ ３．９ １５，４９０ ４．２

２０２３年 １月 ８７，３４１ ７．６ １７，６８１ ５．５ １５，０２３ ２５．０ ４，７６４ １４．４ ７２，３１８ ４．６ １２，９１６ ２．５
２月 ７８，２８３ ６．０ １５，８２０ ５．２ １２，７２９ ３３．４ ４，１７６ １８．８ ６５，５５４ １．９ １１，６４４ １．１
３月 ８５，５６４ ２．５ １７，６６９ ３．６ １５，５８１ １１．９ ５，１１７ ８．６ ６９，９８２ ０．６ １２，５５３ １．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２３年６月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，４６８△２．９ ４６，７５７△４．９ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３
２０２２年度 １４８，４８４△２．０ ４６，６６５△０．２ ２９３，３６４ ３．９ ７８，２０６ ５．８ １３８，１８６ △０．２ ３３，３９５ △０．９

２０２２年１～３月 ３８，８７９△２．１ １２，１１５△０．９ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
４～６月 ３６，５３４ ５．２ １１，１３８△０．１ ７１，１７４ ０．９ １８，８４６ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９７ △２．１
７～９月 ３５，８９３△９．１ １１，６４１△０．３ ７５，１５３ ２．５ １９，９０６ ５．９ ３４，３８８ △３．４ ８，１８６ △２．１
１０～１２月 ３７，４６９△２．４ １１，９５０ １．１ ７４，０９６ ６．３ ２０，１３３ ８．４ ３７，６１９ ２．８ ８，９１５ １．２

２０２３年１～３月 ３８，５８８△０．７ １１，９３６△１．５ ７２，９４１ ６．１ １９，３２１ ６．１ ２６，１８７ １．４ ７，３９７ △０．３
２０２２年 ３月 １５，８８５ ６．８ ４，４９３ １．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２

４月 １２，５６２ ８．８ ３，５５５ ０．７ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５
５月 １２，３１３ ６．９ ３，６８１△３．９ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９
６月 １１，６５９△０．２ ３，９０２ ２．８ ２３，９１３ △２．１ ６，３７３ ３．３ １２，０８２ △７．８ ２，８１０ △０．７
７月 １２，９０４△１２．３ ４，２５０△３．９ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２
８月 １０，９４８△１３．６ ３，６１４△２．３ ２５，８３４ ２．８ ６，７７４ ５．３ １１，３７３ △２．０ ２，７４２ △１．１
９月 １２，０４１△０．４ ３，７７７ ６．４ ２４，７４１ ２．５ ６，３６９ ５．６ １０，５２８ △２．８ ２，５６９ △３．２
１０月 １１，６６８△１．２ ３，５１６ ０．１ ２３，８４５ ４．１ ６，４４６ ６．０ １１，８８７ ２．７ ２，８４６ １．７
１１月 １１，３７６△３．９ ３，５８９ ０．３ ２４，７０７ ７．４ ６，３７３ ７．９ １１，１８２ △０．１ ２，６７３ △１．３
１２月 １４，４２５△２．０ ４，８４５ ２．５ ２５，５４４ ７．２ ７，３１４ １１．１ １４，５５０ ５．３ ３，３９６ ２．９

２０２３年 １月 １３，４２４ ５．２ ４，１８４△０．３ ２６，３３８ １０．２ ６，４８２ ５．０ ８，９４５ △１．２ ２，４６９ △１．４
２月 １０，６９１ ４．５ ３，４６７ １．３ ２３，９５５ ２．１ ６，１２６ ５．６ ７，３６３ ０．０ ２，２４８ ０．１
３月 １４，４７３△８．９ ４，２８５△４．６ ２２，６４８ ６．１ ６，７１３ ７．８ ９，８７９ ５．０ ２，６８０ ０．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１
２０２２年度 ６０５，７８５ ５．６ １２３，５３０ ４．６ ２８４，２８８ ７．８ ２９３，６７１ ４．５ １１，３６０ ７８．２ p ４５８７６４０３６６．７

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －
７～９月 １５９，７４０ ３．９ ３１，７７０ ３．７ ２６８，３７４ ９．６ ２８５，４２９ ７．１ ３，３１３ １０３．８ ４６８１３３．３
１０～１２月 １５４，６６９ ７．３ ３１，９１６ ６．０ ３１９，６７２ １７．２ ３０４，０２２ ４．１ ２，９４５ ３７．６ １３０ －

２０２３年１～３月 １４５，２５１ ６．７ ２９，７５１ ５．４ ２８３，９２６ ４．６ ２９５，５３９ ３．９ ２，７８８ ７８．２ p ３２４ －
２０２２年 ３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －

４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －
５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －
６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －
７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ １４６７００．０
８月 ５３，９９８ ５．３ １０，７２０ ５．２ ２７９，４０２ １５．９ ２８９，９７４ ８．８ １，２０５ ９７．４ ２ －
９月 ５１，２３１ ２．８ １０，２０６ ２．３ ２６５，４７３ １１．６ ２８０，９９９ ５．９ １，０５３ １３４．１ ０１４８３３．３
１０月 ５１，４７８ ８．３ １０，５７７ ６．５ ２９５，２４５ ２２．４ ２９８，００６ ５．７ １，０４４ ６４．７ ２ －
１１月 ４９，０６９ ７．４ １０，３２４ ７．９ ３２６，４４４ ２１．９ ２８５，９４７ ３．２ ９１８ ３３．０ ２３ －
１２月 ５４，１２２ ６．２ １１，０１４ ３．９ ３３７，３２７ ９．１ ３２８，１１４ ３．４ ９８３ ２０．４ １０５ －

２０２３年 １月 ４８，７８２ ５．７ ９，９２４ ４．１ ２７３，００６ ０．５ ３０１，６４６ ４．８ ８１６ ４８．９ １２４ －
２月 ４５，７９８ ７．５ ９，２６５ ６．２ ２７５，９０３ ５．１ ２７２，２１４ ５．６ ９１５ １４１．９ １１８ －
３月 ５０，６７１ ６．８ １０，５６２ ６．０ ３０２，８６９ ８．２ ３１２，７５８ １．８ １，０５８ ６５．５ p ８２ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度及び四半期の数値は月平均値。 ■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２３年６月号

ｏ．３２１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３１～０３３　主要経済指標  2023.05.23 17.31.04  Page 32 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８
２０２２年度 ９０６，４９８ △５．８ １３９，９３７ △０．４ １．０９ １．１９ ３２，２４８ ８．９ ７８４，７４９ ９．２ － ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７
４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７
７～９月 ２１４，０４０ △２．１ ３７，４７１ △１．８ １．１３ １．１７ ３３，１９０ １４．５ ７７７，６１３ １１．９ ３．１ ２．６
１０～１２月 ６５，４６１ △７．４ ２３，８０２ △５．４ １．１７ １．２７ ３１，３２８ ７．１ ７７９，００２ ７．０ ２．７ ２．４

２０２３年１～３月 １３４，８１８ △９．５ ２９，３６８ １４．７ １．０８ １．２６ ３１，７９４ １．２ ８１５，８２６ ５．３ － ２．６
２０２２年 ３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６

４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ ↑ ２．７
５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８
６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７
７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ ↑ ２．５
８月 ５９，８５５ △８．６ １１，５６２ △０．１ １．１２ １．１８ ３０，４１５ １４．２ ７５５，６９７ １３．９ ３．１ ２．６
９月 ５１，５３４ １．５ １２，９８５ ２．４ １．１６ １．２０ ３４，５０７ １３．６ ８０４，８９２ １０．１ ↓ ２．７
１０月 ３６，８５７ △０．２ １０，５５８ △１．９ １．１６ １．２３ ３５，０１７ ９．６ ８３１，６０３ ７．６ ↑ ２．６
１１月 １９，９２１ △７．６ ６，９６１ △７．６ １．１９ １．２７ ３０，２０１ ５．２ ７６７，６４１ ８．０ ２．７ ２．４
１２月 ８，６８２ △２８．８ ６，２８３ △８．４ １．１７ １．３１ ２８，７６６ ６．１ ７３７，７６２ ５．４ ↓ ２．３

２０２３年 １月 ５，７２６ △５０．７ ５，０８８ △２．３ １．１１ １．２９ ３１，４２４ ４．４ ８２１，９７３ ４．９ － ２．４
２月 １０，０３１ △３８．７ ８，９７８ ５２．２ １．０８ １．２７ ３１，４０１ ３．４ ８２０，２７２ １０．５ － ２．５
３月 １１９，０６０ △１．６ １５，３０１ ５．５ １．０５ １．２２ ３２，５５８ △３．６ ８０５，２３４ ０．８ － ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度及び四半期の
数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１
２０２２年度 １０３．９ ３．６ １０３．０ ３．０ ２１４ ４８．６ ６，８８０ １５．１ １３５．４０ ２８，０４１

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３
７～９月 １０３．５ ３．４ １０２．５ ２．７ ４０ ４２．９ １，５８５ ９．５ １３８．３４ ２５，９３７
１０～１２月 １０４．９ ４．４ １０３．８ ３．８ ５０ ４７．１ １，７８３ １５．９ １４１．４６ ２６，０９５

２０２３年１～３月 １０４．８ ３．８ １０４．０ ３．５ ６５ ３２．７ １，９５６ ３０．１ １３２．２４ ２８，０４１
２０２２年 ３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１

４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８
５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０
６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３
７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２
８月 １０３．４ ３．４ １０２．５ ２．８ １４ １３３．３ ４９２ ５．６ １３５．２４ ２８，０９２
９月 １０４．０ ３．８ １０２．９ ３．０ １７ ３０．８ ５９９ １８．６ １４３．１４ ２５，９３７
１０月 １０４．４ ４．０ １０３．４ ３．６ ２０ ６６．７ ５９６ １３．５ １４７．０１ ２７，５８７
１１月 １０５．２ ４．５ １０３．８ ３．７ １４ △６．７ ５８１ １３．９ １４２．４４ ２７，９６９
１２月 １０５．２ ４．５ １０４．１ ４．０ １６ １２８．６ ６０６ ２０．２ １３４．９３ ２６，０９５

２０２３年 １月 １０５．１ ４．７ １０４．３ ４．２ １４ ７５．０ ５７０ ２６．１ １３０．２０ ２７，３２７
２月 １０４．４ ３．５ １０３．６ ３．１ １８ ２８．６ ５７７ ２５．７ １３２．６８ ２７，４４６
３月 １０４．８ ３．２ １０４．１ ３．１ ３３ ２２．２ ８０９ ３６．４ １３３．８５ ２８，０４１

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（３）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０２３年６月号
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●道内経済の動き

●２０２３年 道内企業の雇用動向と新卒採用

●物価上昇の道内企業への影響と賃上げ対応について

●経営のアドバイス
最近の不動産市況

●コラム 人生１００年時代を生きる（第３回）
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